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 テーマ 10 県が保有する行政情報の積極的な提供 
 

１ 制度等の概要                                    

行政情報センター及び総合支庁窓口において行政情報（下記(1)において a から d

に掲げる行政資料）の提供等を行っている。 

※ 山形県情報公開事務取扱要綱（平成 13 年４月 27 日総務部長通知)に基づき、

「行政情報センター等における情報提供事務取扱要領（同総務部長通知)」を制定。 

(1) 行政情報センター 

ア 場所 山形県庁１階 

イ 時間 9：00から 17：00まで 

ウ 業務 

 (ア) 情報公開及び個人情報保護に係る相談及び案内、全実施機関※  に係る開示請

求の受付等に関すること   ※ 議会、公安委員会、警察本部を除く。 

(イ) 行政情報の提供に関すること 

ａ 公文書の管理に関する資料（山形県文書管理規程、文書の簿冊名等一覧） 

ｂ 行政刊行物（議案、県の基本構想･事業計画、県の事業に係る事業報告、 

統計資料等） 

ｃ 県民等の閲覧に供するため備える資料（①個人情報取扱事務登録簿、②許

認可等の審査基準、標準処理期間等に関する資料、③県出資法人提出資料、

④報道機関への提供資料、⑤補助金の交付決定通知書等の写し、⑥法人設立

に関する許認可等通知書の写し、⑦公益法人提出資料） 

ｄ その他の資料（行政機関等が定期的に発行する広報誌等の印刷物、小冊子等） 

エ その他 

(ア) 行政資料の貸出し       １人につき１回３冊を限度とし、７日以内 

(イ) 行政資料のコピーサービス料金 用紙１枚につき白黒 10円/カラー50円 

（A3 判以下）、CD-R１枚につき 80円、 

DVD-R１枚につき 160 円 

(2) 総合支庁窓口 

ア 場所 各総合支庁本庁舎１階 

イ 時間及び業務等 行政情報センターと同様 

   ※ 行政資料のうち県出資法人提出資料及び報道機関提出資料など一部の備付

け資料は、行政情報センターにのみ配架 

 

２ 現状                                        

(1) 行政情報センターにおける情報提供の現状 

ア 提供環境 

  ・ 行政資料のほぼ全てが紙媒体による提供である（所蔵空間の確保・維持が必要） 

  ・ 電子媒体で提供している情報は、行政文書ファイル管理簿、県公報アーカイブ等 

イ 利用状況 … 詳細は別紙１のとおり 

(2) 行政情報センター等の周知方法 

県ホームページにより周知 

 

３ 検証、見直しの視点                                    

(1) 県民が求める行政資料等が適切に収集・配置・提供されているか 

(2) 行政情報センター等の情報公開窓口が県民に十分に周知されているか。 
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４ 見直しの方向性及び検討結果等                                   

(1) 県民ニーズに合わせた行政資料の充実  

≪考え方≫ 

   定期に又は複数回の開示請求を受けている公文書であって、県民ニーズが今後も

継続すると見込まれる場合、行政コストを勘案の上、当該文書を行政資料として取

り扱っていくことが望ましい。 

【行政資料化を行った事例】 

○飲食店営業許可施設台帳一覧表及び旅館業営業許可施設台帳一覧表 

上記台帳一覧表について定期に複数回の開示請求を受けたことを踏まえ、事業 

担当課主導で段階的に行政資料化が進められている。 

  H19年 4月…新規許可施設一覧（１か月単位、一部の項目のみ）を行政資料化 

  H26年７月…新規許可施設一覧において公表する項目数を拡大 

         （公表項目が公文書開示決定で開示する項目数と同等程度まで拡大） 

  H30年３月…特定日時点の許可施設一覧（既存も含む）を行政資料化（半年ごと 

更新） 

 【課題】 

  ・ 対象とする資料の選定方法（「複数回開示したら公文書保有課は学事文書課  

と協議して行政資料化を検討する」などの基準を設置するか、公文書保有課の

裁量とするか） 

  ・ 定期的に行政資料を調製することに要する事業担当課の事務量が開示請求へ

の対応に要する事業担当課の事務量を超過してしまうと、行政コストが増加す

るおそれがある。 

 

≪検証結果≫ 

 

 

 

 

 

 

(2) 行政情報センター等の情報公開窓口のＰＲ 

≪考え方≫ 

  ・ 近隣他県の行政情報センター等の利用状況と比較して、利用者数や保存する行

政資料の量はおおよそ近隣他県と同程度である（別紙 2参照）。 

  ・ 上記(1)を含めた行政資料の配架状況について、県民の認知度を向上させるた

め、積極的に情報発信することが望ましい。 

 

≪検証結果≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔改善案〕 

・ 定期に又は複数回の開示請求を受けている公文書であって、県民ニーズが今

後も継続すると見込まれる場合、行政コストとの兼ね合いに注意しつつ、当該

文書を行政資料として取り扱っていく方向で検討する。 

〔改善案〕 

・ 行政資料の配架状況をホームページなどで積極的に情報発信し、行政情報の

活用を促進する。 



3 
 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 

行政情報センター情報提供の現状 
  

１ 行政情報センター等の情報公開窓口の利用状況の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※ 人数及び冊数は、行政情報センター及び各総合支庁総合案内窓口の利用状況の合計値 

 

２ 情報公開窓口における行政刊行物の配置状況 

平成 29 年４月１日現在 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 行政資料の有償頒布実績（平成 29 年 11 月末現在） 

平成 14年 2月 1 日以降、2,297部（CD－R版：109部を含む。）を有償頒布              

（27年度中頒布実績：65部、28年度中頒布実績：80部 、 29年度中頒布実績：53部） 

 ○有償頒布中の行政資料（平成 29年 12 月１日現在）   

  以下の８種類 

・県内市町村財政の状況（平成 27年度） ・レッドデータブックやまがた 

・山形県道路管内図           「絶滅危惧野生植物」2013年改定版 

・最上総合支庁建設部管内図 

・置賜総合支庁建設部管内図（その１）   ・置賜総合支庁建設部管内図（その２） 

・庄内総合支庁建設部管内図（その１）   ・庄内総合支庁建設部管内図（その２） 

 

 

  国 山形県 市町村 
他都道 

府県 
その他 合計 

政治・法律・行政 520  3,692  216  27  619  5,074  

議会資料・法令資料 506  1,210      196  1,912  

経済・産業 1,220  3,349  551  161  1,736  7,017  

経済統計・統計資料 12,862  2,535  399  1,306  585  17,687  

社会・労働 906  2,169  20  64  985  4,144  

教育 75  650  3  1  268  997  

歴史・地理 5  165  11  15  336  532  

哲学・宗教 1        3  4  

芸術・文学・語学 11  22  2  1  22  58  

科学・技術 1,010  603  2  141  290  2,046  

書誌・図書館 53  138  4  160  77  432  

特殊資料 56  246      13  315  

定期刊行物 147  29      673  849  

合  計 17,372  14,808  1,208  1,876  5,803  41,067  

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
人数 627 460 439 369 436
前年比 ▲　26.5% ▲　26.6% ▲　4.6% ▲　15.9% ＋ 18.2%
人数 1,756 1,619 1,522 1,417 1,388
前年比 ＋ 5.1% ▲　7.8% ▲　6.0% ▲　6.9% ▲　2.0%
人数 2,383 2,079 1,961 1,786 1,824
前年比 ▲　5.6% ▲　12.8% ▲　5.7% ▲　8.9% ＋ 2.1%
人数 138 132 156 147 185
前年比 ▲　0.7% ▲　4.3% ＋ 18.2% ▲　5.8% ＋ 25.9%

人数 2,521 2,211 2,117 1,933 2,009

前年比 ▲　5.3% ▲　12.3% ▲　4.3% ▲　8.7% ＋ 3.9%

冊数 1,245 751 698 589 560

前年比 ▲　12.7% ▲　39.7% ▲　7.1% ▲　15.6% ▲　4.9%

計

貸出資料冊数

利用者数合計

情報公開請求

区分

資料の
閲覧・
貸出し

職員

一般
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別紙２ 

 

行政情報行政資料等の配架及び利用者等に関する近隣他県等の状況 
 

  

道県名 施設等名称 
利用者数 

（28 年度） 

保存冊数 

（28 年度） 
備考 

山形県 行政情報センター 約 2,000 人 約 40,000 冊 

 

北海道 行政情報センター 約 1,600 人 約 8,500 冊 

行政刊行物等の保存

は概ね 5 年以内であ

り、保存期間が経過し

た資料は廃棄又は道

立文書館・道立図書館

へ移管している。 

青森県 県政情報センター 約 1,700 人 約 30,000 冊 

 

岩手県 行政情報センター 約 1,800 人 約 4,000 冊 
 

宮城県 県政情報センター 約 9,400 人 約 50,000 冊 
 

秋田県 県政情報資料室 約 550 人 約 20,000 冊 
 

福島県 県政情報センター 約 3,000 人 約 10,000 冊 
 

新潟県 行政情報センター 約 1,100 人 約 50,000 冊 

 

  

 

  

 


